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品川区親族里親制度実施要綱 

 

制定 令和６年９月３０日区長決定 

要綱第３３５号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、要保護児童（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第

６条の３第８項に規定する要保護児童をいう。以下同じ。）のうち、児童を現

に監護している両親等が死亡、行方不明等の状況にある児童を、当該児童の扶

養義務者（民法（明治２９年法律第８９号）に定める扶養義務者をいう。以下

同じ。）およびその配偶者である親族が家庭に引き取り、より家庭的な環境の

中で養育するため、親族里親に委託する品川区親族里親制度（以下「本制度」

という。）について、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「親族里親」とは、要保護児童の扶養義務者およびそ

の配偶者である親族であり、一定の要件を満たす要保護児童を養育する里親と

して、区長の認定を受けた者をいう。 

（委託対象児童） 

第３条 親族里親に委託する対象となる児童（次条において「委託対象児童」と

いう。）は、要保護児童であって、次の全ての要件を満たす児童とする。 

⑴ 両親その他児童を現に監護する両親その他保護者が死亡もしくは行方不

明または拘禁、疾病による入院等の状態になったことにより、これらの者に

よる養育が期待できないこと。 

⑵ 親族里親になることを希望する者（以下「親族里親希望者」という。）で

ある親族が、本制度によらずに児童を養育した場合、経済的に困窮し、生計

を維持することが困難となる状況にあること。 

（事前調整） 

第４条 品川区児童相談所長（以下「児童相談所長」という。）は、委託対象児

童と当該児童の扶養義務者およびその配偶者である親族の状況についての把

握に努め、当該親族が引き取ることの適否について検討する。 

２ 前項の規定による検討の結果、当該親族が引き取ることが適当であると認

めるときは、児童相談所長は、当該親族に対し、児童相談所長からの指導、助

言に従う等の本制度の趣旨について十分に説明を行い、親族里親としてその委

託対象児童を受託することについて理解および同意を得なければならない。 

３ 児童相談所長は、当該親族が引き取ろうとする委託対象児童が他自治体の

措置する児童である場合は、当該自治体から必要な情報の提供を受けなければ

ならない。 
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（申請および家庭調査） 

第５条 親族里親希望者は、申請書に必要な書類を添付して、児童相談所長を経

由して区長に提出する。 

２ 児童相談所長は、親族里親希望者から申請書および添付書類（以下「申請書

等」という。）を受理したときは、当該親族里親希望者について家庭訪問を行

い、その適否について十分な検討を行い、当該申請書等に家庭調査書を添付し

て区長に進達する。 

３ 区長は、前項の規定による進達を受けた場合において、適当と認めるときは、

その旨を当該進達に係る親族里親希望者に通知し、親族里親として認定するも

のとする。 

（児童の委託期間） 

第６条 親族里親への委託期間は、原則として２年とする。ただし、更新を妨げ

ない。 

（指導、助言等） 

第７条 児童相談所長は、親族里親に対し、児童の養育について必要な指導、助

言等を行う。 

（経費） 

第８条 区長は、親族里親に対し、親族里親制度の実施に必要な経費を品川区フ

ァミリホーム・里親措置費支弁基準（令和６年９月３０日品子育発第６０号）

に定める基準により支出する。 

（損害賠償保険への加入） 

第９条 区長は、認定を受けた親族里親を対象とした損害賠償保険に加入する

ものとする。 

（委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、本制度の実施に関し必要な事項は、子

ども未来部長が別に定める。 

 

付 則 

この要綱は、令和６年１０月１日から適用する。 

 


